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る週就労時間への影響を Poisson pseudo-maximum-likelihood Regression Model を用い
てクロスセクション分析とパネルデータ分析を行った。分析の結果、クロスセクション
分析においても、パネルデータ分析においても、配偶者において障害者が同居している
ことによる週就労時間への負の影響が確認された。また、配偶者において 0 から 5 歳ま
での子供がいる場合にも就労時間への負の影響が確認された。どのモデルにおいても、
係数を比較すると障害者よりも 0 から 5 歳までの子供の方が負の影響が大きかった。
しかし、子供は成長とともに負担は次第に軽くなっていくが、慢性的な障害の場合は負
担が長期間持続することが予測される。このように障害者と子供ではその負担の性質が


















 障害者を含む世帯（以下、障害者世帯。）に関する研究を行ったものに Parodi & Sciulli 
(2008)の論文がある。この研究は、イタリアの家計調査（Survey of Italian Households 









Poidano & Vu(2013)の研究がある。オーストラリアの家計調査(Income and Labour 








































































































Figure.4.1.1 では、『JHPS/KHPS（2018）』に含まれるすべての家族 ID を 2017 年と
2018 年において年代別にヒストグラムで表したものである。一方、Figure.4.2.2 は国立
社会保障・人口問題研究所がホームページで公表している、2020 年度の人口推計の値
を基に作成したヒストグラムである。Figure.4.1.1 と Figure.4.1.2 を比較すると、










Figure.4.1.1 家族 ID全体の年齢別ヒストグラム 






















































































































































































































































































































































































































































































































のにParodi & Sciulli (2008)がある。本研究ではParodi & Sciulli (2008)を参考に分析を
進める。Parodi & Sciulli (2008)の分析の結果では、障害者が家計内にいることの影響
















































































『WHAT ARE EQUIVALENCE SCALE?』によると、近年の所得の不平等性や貧困の





























 Table 5.2.4 は 2017 年、2018 年における基本統計量を世帯主と配偶者について掲載
している。就労時間については第 4 章の 4.2 でみた通り、その平均は世帯主と配偶者
で大きく異なり、2017 年、2018 年のどちらにおいても配偶者の就労時間は世帯主の





であり、そのため、0 歳から 5 歳までの子供がいる ID の割合は小さく障害者の割合と
近い値となっている。一方で、6 歳から 14 歳までの子供がいる割合は高く約２割であ
る。また、性別は世帯主では男性、配偶者では女性が大部分を占めていることがわか
る。ID のうち政令指定都市に居住しているものは約 30%である。総務省が行った

































































































































6.2 固定効果 Poisson Regression バージョン 1 
 




































































7.2  固定効果 Poisson Regression バージョン 2 
 

























































































ることや、配偶者への同居の障害の影響を分析した研究は海外においても Parodi & 
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